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課長名

施策No 02-07

行政評価
事業体系

分野

障がい者の居宅サービスの充実

生涯健康都市[Ⅰ]

政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

施策名

○身体障害者手帳、愛の手帳、精神保健福祉手帳の取得により多種多様のサービスを提供し、障が
　い者の在宅生活をサポートしている。

○障害福祉サービスについては、障害者自立支援法施行前と比べ利用者負担が増加することのない
　よう、区独自の利用者負担軽減を実施し、在宅におけるサービス利用の活性化を図っているが、
　国制度においても平成２０年７月から利用者負担の見直しを実施することとなっている。
　また、区における利用者負担軽減は当初３年間としていたため、平成２１年度からの利用者負担
　軽減策について検討する必要がある。

○障がい者が地域で生活していく上で重要となる居宅介護や、障がい者の社会参加で必要となるコ
　ミュニケーション支援や移動支援の需要が高まっている。

施策の成果とする指標名
指標の推移

目標値
(28年度)

135,18087,158

小林　清美 2680

96,303 93,350

18年度 19年度 20年度
指標に関する説明

　障がい者が安心して暮らしていけるように、在宅の障がい者に居宅福祉サービスの支援・充実を
行う。

内線

17年度

－

(42,840)

－

101,523

－ 350 350 350

－

各年度補助対象者数
20年度は見込み数

各年度4月1日現在受給者数

各年度総派遣時間数
20年度は見込み数
目標値は障がい者プラン（平
成18年度策定）における23年
度予測値

推進 推進

関連部課名

指
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ホームヘルプ派遣時間数

利用者負担補助対象者数

移動支援実施時間数

心身障害者福祉手当受給
者数

14,189 43,934 44,436

3,911 3,769 3,659 3,633

今
後
の
方
向
性

《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

○現行事業については、利用者のニーズを把握し、障害者自立支援法の動向や他区の制度状況等を
　勘案しながら事業の適正化を図る。

○ホームヘルプサービス・移動支援事業・コミュニケーション支援においては、居宅生活において
　基幹となるため、現在、荒川区で生活している障がい者や、施設や病院を退所・退院して在宅と
　なる障がい者が制度を利用し、社会参加ができるように、事業規模・事業内容の充実を図る。

障害者自立支援法に基づき事業を実施するとともに、地域特性等を
生かした対応を図る。また、区の単独事業についても、効果的な事
業運営に努める。

施策の分類
分類についての説明・意見等

前年度設定 今年度設定



施策分析シート（平成20年度）
No2

06-05-08

06-05-12

06-05-13

06-05-14

06-05-16

06-05-17

06-05-18

06-05-19

06-05-20

06-05-21

06-05-22

06-05-23

06-05-24

06-05-25

06-05-26

06-05-27

06-05-28

06-05-29

06-05-30

06-05-34

06-05-35

06-05-36

06-05-37

06-05-38

06-05-41

06-05-55

07-02-34

障がい者の健康維持のため体操
の普及啓発に積極的に取り組
む。

－ 2,677
重点的
に推進

重点的
に推進

継続

現状の規模で実施する。

現状の規模で実施する。継続

－

384

障がい者の口腔保健向上のため
重要な事業である。

現状の規模で実施する。

現状の規模で実施する。継続

推進

継続

継続

現状の規模で実施する。

継続

継続

継続

現状の規模で実施する。

現状の規模で実施する。

継続

継続

継続

継続 現状の規模で実施する。

推進

福祉電話事業

重点的
に推進

228,583 235,006
重点的
に推進

継続

推進

寝具洗濯乾燥消毒事業

東京都重度心身障害者福
祉手当

53,423 55,106

－ 1,208障がい者福祉給付金事業

心身障害者福祉手当

－

施策を構成する事務事業の分類

コミュニケーション支援
事業

ホームヘルプサービス事
業

住宅設備改善給付事業

障がい者紙おむつ購入助
成事業

事務事業名
決算額（千円）

配食サービス事業

重点的
に推進

自動車燃料助成事業

特別障害者手当等（国制
度）

緊急通報システム事業

継続14,344 14,971

1,676 2,695
重点的
に推進

現状の規模で実施する。584 687 継続

現状の規模で実施する。

現状の規模で実施する。

分類についての説明・意見等

障がい者が在宅生活を送るため
の重要事業である。

現状の規模で実施する。

障がい者の社会参加を促進する
ために重要な事業である。
必要に応じ、他区同制度等の動
向を確認しつつ、品目の選定等
を行い、充実を図る。
障がい者の社会参加を促進する
ために重要な事業である。

現状の規模で実施する。

現状の規模で実施する。

今年度
設　定

19年度18年度

事務事業
No

施策推進のため
の分類

前年度
設　定

165 215 継続 継続

推進

継続継続

継続

3,470

継続

397 439 継続

1,104 1,132 継続

1,840 継続

6,772 6,958 継続

合　計

373 継続

490 495 推進

原爆被爆者援護事業

1,079,976 1,111,948

障がい者向け健康体操事
業

3,345

障がい者歯科対策事業費

日常生活用具給付事業 12,937 25,796

重度脳性麻ひ者介護人派
遣事業

9,446 7,478

621,781 613,222

推進

手話講習会事業 3,809 3,767 継続

障がい者移動支援事業 47,923 93,621

訪問入浴サービス事業 2,492

重点的
に推進

安心したサービス利用のため重
要な事業である。

自動車運転免許取得・改
造助成事業

684 134 継続

継続 現状の規模で実施する。

継続 現状の規模で実施する。

継続 現状の規模で実施する。

障害福祉サービス利用者
負担軽減事業

13,938

難病ホームヘルパー派遣
事業

81 332 継続

6,176
重点的
に推進

継続

継続 現状の規模で実施する。

緊急一時介護人派遣事業 599 0 継続

継続 現状の規模で実施する。

継続

継続 現状の規模で実施する。

補装具費支給事業 54,184

理美容サービス事業 710 730 継続

33,545 継続


